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I　はじめに
　ガーナとコートジボワールの海洋境界に関する本判決では、海洋境界の
画定について判断を下すと同時に、境界が未画定の状態において、国家は
どのような権利・義務を有するかについて、海洋法に関する国際連合条約
（UNCLOS）の観点から一定の評価が下された。また、1997年より活動を
開始した国際海洋法裁判所（ITLOS）であるが、本件は、UNCLOS附属
書VI第15条に規定されるITLOS特別裁判部が用いられた最初の事例でも
ある。本稿は、本判決を概観し、その評釈を行うものである。
II　本判決に至る経緯
　ガーナは、コートジボワールとの境界近くにあるJubilee油田が2007年
に発見されて以降、外資系企業と連携し同油田の開発を行ってきた1。この
ようなガーナによる開発は、コートジボワールに対して同水域における自
国の権益が脅かされるとの懸念を持たせることにもつながったため、ガー
ナは2014年 9 月に、UNCLOS附属書Ⅶに基づく仲裁裁判所に「ガーナとコー
トジボワール間の海洋境界に関する紛争」を付託した。
　しかしながら、同年11月に、ガーナは同手続きをITLOSに送致する
ことを要請し、両国の協議後、本件は、両国の特別合意により、「大西
1　Jubilee油田の開発については、竹原美佳「ガーナ：Jubilee油田を巡る動き」
（2009年）available at 〈https://oilgas-info.jogmec.go.jp/pdf/3/3435/0910_out_g_
gh_Exxon.pdf〉 （last visited on 25th Dec. 2017） 参照。
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洋における海洋境界の画定に関する紛争（the dispute concerning the 
delimitation of their maritime boundary in the Atlantic Ocean）」として
ITLOS特別裁判部へ付託され、12月 3 日を手続き開始日とすることとなっ
た。特別裁判部には、ブゲッタヤ判事が裁判長として選任され、ヴォル
フルム判事、ペク判事が両国の合意により、また、特任裁判官（judge ad 
hoc）として、ガーナはITLOS所長の経験も有する自国のメンサ判事を、
コートジボワールはフランスのアブラハム国際司法裁判所（ICJ）判事を
それぞれ指名した2。
　このように裁判所が構成されて間もない2015年 2 月27日、コートジボワー
ルが第290条 1 項に基づき、特別裁判部に以下の 5 点について暫定措置命
令を要請した3：
①　 ガーナは係争海域において現在進行中のあらゆる石油の探査・開発を
停止するためのあらゆる手段をとること、
②　 ガーナは係争海域における探査・開発のあらたな許可を与えることを
慎むこと、
③　 ガーナは、同国またはその授権により、係争海域における過去、現在、
または将来の探査活動の結果として得られた情報が、コートジボワー
ルの利益を損なう形で利用されることを防止するためにあらゆる必要
な手段をとること、
④　 大陸棚、その上部水域及びその地下を一般的に保存するためにあらゆ
る必要な手段をとること、
⑤　 コートジボワールの権利を侵害する危険性を伴うあらゆる一方的行為
及び紛争の悪化を導く可能性のある一方的行為を中止し、慎むこと。
2　Delimitation of the Maritime Boundary in the Atlantic Ocean （Ghana/Côte 
d’Ivoire） , Judgment, ITLOS Reports 2017, to be published, paras. 1-4.
3　Delimitation of the Maritime Boundary in the Atlantic Ocean （Ghana/Côte 
d’Ivoire） , Provisional Measures, Order of 25 April 2015, ITLOS Reports 2015, 
para. 25.
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　この要請に対し特別裁判部は、2015年 4 月25日に以下の暫定措置命令を
出した4：
①　 ガーナは係争海域において新たな掘削作業（new drilling）を行わな
いことを確保するためにあらゆる必要な手段をとらなければならない。
②　 ガーナは、過去、現在、将来の探査活動から得られる情報で公表され
ていないものを、コートジボワールの利益を損なう形で利用しないた
めのあらゆる必要な手段をとらなければならない。
③　 ガーナは、海洋環境に対する深刻な損害を防止するために、自国によ
りまたはその権限の下に行われるあらゆる活動を厳格かつ継続的に監
視しなければならない。
④　 両当事国は、係争海域での海洋環境への深刻な損害を防止するために
あらゆる必要な手段をとり、また、そのために協力しなければならない。
⑤　 両当事国は協力を追及し、紛争を悪化させかねない一方的行為を慎ま
なければならない。
⑥　 両当事国は、暫定措置命令の遵守に関する報告書の第一版を2015年 5
月25日までに特別裁判部に提出しなければならない。
　このような命令に基づき両当事国は、 5 月25日に特別裁判部に報告書を
提出し、事務局は、それぞれの報告書をもう一方の当事者に送付した。そ
の後、書面手続きを経て、2017年 2 月 6 日から16日にかけ、口頭審理手続
きをハンブルクで行った5。
III　判決概要
　本判決は2017年 9 月23日に出されたものであるが、その主文は以下のと
おりである。
①　 領海、排他的経済水域及び200海里以内・以遠の大陸棚の境界画定に
4　Ibid., para. 108
5　Ibid ., para. 59
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ついて、特別裁判部は管轄権を有する。
②　 黙示の合意は存在せず、コートジボワールは禁反言により慣習等距離
境界に反対することはできない、というガーナの主張は認められない。
③　単一の境界線を図①（後述）の形で引くこと。
④　ガーナの国際責任について決定する管轄権を有する。
⑤　ガーナはコートジボワールの主権的権利を侵害していない。
⑥　ガーナはUNCLOS第83条 1 項及び 3 項に違反していない。
⑦　ガーナは暫定措置命令に違反していない。
　このような主文を導いた判決は、①境界の有無、②境界画定、③未画定
水域での活動、の三つに大きく区分されることから、以下では、この三つ
に区分したうえでそれぞれ説明・検討を加える。
1.境界の有無
　ガーナとコートジボワールとの間では、そもそも境界が画定されていた
か否かについて主張が対立していた。ガーナが、境界は既に存在している
ため、その確認を行う画定作業（Demarcation）を行えばよいと主張した
のに対し、コートジボワールはそのような境界は存在しないため、境界画
定（Delimitation）をする必要があるとした。この点ガーナは、コートジ
ボワールは①黙示の合意、及び②禁反言の二つの観点から、慣習等距離境
界（customary equidistance boundary）と異なる境界を主張できないと
主張した。
（ 1 ）黙示の合意
　ガーナは、コートジボワールとの間において、50年に及ぶ石油慣行（oil 
practice）があり6、コートジボワールの大統領令や法律も等距離線を原則
6　Ibid. , para. 113.
283
瀬田　ガーナ・コートジボワールITLOS特別裁判部判決（本案）
としていることから7、両国の間では等距離線を境界とすることについて、
黙示の合意が存在すると主張した。これに対しコートジボワールは、先例
に基づけば、石油慣行は国家間のあらゆる目的のための海洋境界について
の黙示の合意を確立するものではなく8、また、ある一国の立法が二国間の
合意を確立することはないとし9、境界が画定されたという事実はないと主
張した。
　両当事国の主張を受け、特別裁判部は、石油慣行について慎重な判断を
下した。同裁判部によれば、「近隣諸国との紛争を回避して友好的な関係
を維持するために、注意深くかつ慎重に、石油コンセッションを重複しな
いように設定することもある。石油コンセッションを海洋境界と同視する
ことは、このような注意深さと慎重さを持つ国への処罰となり、それは、
合意への到達を危うくし又は妨げない義務を規定するUNCLOS第74条及
び83条 3 項と矛盾することになる10。」また、特別裁判部は、石油コンセッ
ションは目的が特定的であるため、あらゆる目的のための境界の根拠とし
ては限定的な価値しかないとし、石油以外の漁業や他の活動について当事
国が明確な立場を示していないことから11、200海里以内にも以遠にも、境
界についての黙示の合意はないと判断した。
（ 2 ）禁反言
　ガーナはまた、禁反言の原則に基づき、コートジボワールは等距離及び
慣習等距離線に基づく境界に反対することができないと主張した。ガーナ
は、禁反言の要件として、①特定の状況を創出するある国家の行為、②他
の国家がそのような行為を信義誠実に信頼すること、③当該他の国家の不
7　Ibid., paras. 153-155.
8　Ibid ., para. 114.
9　Ibid ., para. 157.
10　Ibid ., para. 225.
11　Ibid ., paras. 226-227.
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利益、の三つを挙げた。そして、コートジボワールによる慣習等距離境界
の一貫した承認は、まさにそのような行為であり、今となってコートジボ
ワールが他の境界を主張することは、信頼したガーナの利益を損なうと主
張した12。これに対しコートジボワールは、第一に、そもそも国際法上、
禁反言によって境界画定が為されることはないと主張した。そして、第二
に、そのような画定が可能であったとしても、本件においては石油につい
ての黙認しかなく、禁反言の要件は満たされていないとした13。
　この点特別裁判部は、コートジボワールの提起した、禁反言によって境
界が画定されるか否か、といった点については判断することなく、本件に
おいては禁反言の第一の要件が満たされていないとした。特別裁判部によ
れば、ガーナの主張は本質的に黙示の合意と同一の事実に依拠しているも
のの、それらは合意の存在を提供するものとしては不十分である。海洋境
界の画定についての意見交換や交渉はむしろ、海洋境界の不存在を示すも
のであるとし、特定の状況の創出という、禁反言の第一の要件を満たさな
いとした14。
2.境界画定
　境界画定について、特別裁判部は、領海・200海里までのEEZ及び大陸棚・
200海里以遠の大陸棚、と三段階に分けて審理を行った。
（ 1 ）領海
　特別裁判部はまず、領海とEEZ・大陸棚とでは境界画定について適
用される規則が異なることを強調した。領海には主権が及ぶのに対し、
EEZ・大陸棚には機能的な権限が及ぶに過ぎないからである。しかしなが
ら、本件において両当事国は、領海の境界画定について主権に関する検討
12　Ibid ., paras. 230-33.
13　Ibid ., paras. 235-237.
14　Ibid ., paras. 241-243.
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を提起しておらず、単一の境界線が引かれることを主張している。それ故、
特別裁判部は、領海とEEZ・大陸棚とで同一の方法を用いて境界を画定
することに黙示の合意があるとして境界を画定することとした15。
（ 2 ）200海里までの境界画定
①　画定方法
　ガーナとコートジボワールの間では、画定方法について、意見の相違が
ある。ガーナは、いわゆる等距離関連事情方式が現代の基準であり、本件
においても適用されると主張する16。これに対しコートジボワールは、等
距離関連事情方式は決して義務的なものではなく、とりわけ本件において
は、アングル・バイセクター方式による境界画定がより適切であると主張
した17。
　特別裁判部は、第一に、コートジボワールの主張を否定する形で、近年
の判例法においては、等距離関連事情方式が一般化されており、アングル・
バイセクター方式を用いる特段の事情がない限り、原則として、等距離関
連事情方式が用いられるとした18。そして第二に、コートジボワールがア
ングル・バイセクター方式を用いる根拠として挙げた、（a）基点の場所、（b）
Jomoro地区の基点の場所、（c）海岸線の不安定性、（d）近隣諸国の利益、
の 4 点を検討したうえで特別裁判部は、これらは等距離関連事情原則の適
用を妨げる根拠とはならないとし、本件においては等距離関連事情方式が
適用されるとした19。
15　Ibid ., paras. 260-262.
16　Ibid ., paras. 265-69.
17　Ibid ., paras. 270-276.
18　Ibid ., paras. 277-290.
19　Ibid ., paras. 291-325.
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②　暫定等距離線の設定
　等距離関連事情方式により境界が画定されることとなったため、まずは
暫定等距離線を引く必要がある。この点、両当事国の間で、用いる海図
4 4
、
海洋境界の始点
4 4
について争いがあったため、特別裁判部はこれらの点を検
討したのちに、暫定等距離線を引いた。
（a）海図
　ガーナは、海図としてBA 1383を用いることを主張し、コートジボ
ワールは001 AEMを用いることを主張した。この点、特別裁判部は、BA 
1383とコートジボワールが用いていたSHOM 7786は同一であるとし、001 
AEMの2016年版は異なりうるが、少なくとも、2014年までは前者が両当
事者により用いられていたことから、特別裁判部ではそちらを用いるとし
た20。
（b）始点
　陸の境界線の終点について、両国の間で見解は一致しているものの、海
洋境界がどこから開始するのかについては、意見の対立があった。ガーナ
は、陸の終点から最も近い低水線を海洋境界の始点とすべきと主張した。
これに対し、コートジボワールは、陸の境界を延長して低水線と接する地
点を海洋境界の始点とすべきとした。この点、特別裁判部は、コートジボ
ワールの主張に近い形で始点を設定した21。
（c）暫定等距離線
　上述のように、海図と始点について判断したのちに、特別裁判部は、関
連する海岸線、関連する区域、基点についてそれぞれ検討し、以下の形で
単一の暫定等距離線を引いた22。
　　A: 05° 01' 03.7" N 03° 07' 18.3" W'
　　B: 04° 57' 58.9" N 03° 08' 01.4" W'
20　Ibid ., paras. 327-346.
21　Ibid ., paras. 347-357.
22　Ibid ., paras. 358-401.
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　　C: 04° 26' 41.6" N 03° 14' 56.9" W'
　　D: 03° 12' 13.4" N 03° 29' 54.3" W'
　　E: 02° 59' 04.8" N 03° 32' 40.2" W'
　　F: 02° 40' 36.4" N 03° 36' 36.4" W'
　　 Fの点からは、方位角191°38' 06.7"へ大陸棚の外側の限界線まで伸び
る測地線を境界とする。
③　関連事情
（a）一般論
　特別裁判部は関連事情を検討するにあたり、まず、海洋境界の画定は、
UNCLOS第74条や第83条に記されているように、衡平な解決を達成する
形で為されなければならないことを確認した。裁判所は、そのために、境
界画定は自然に委ねるだけではなく改変（refashion）を伴う可能性があ
るとはしつつも、地形そのものを完全に改変したり、自然の不平等を埋め
合わせたりするものではないとした23。
　この考え方を前提に、特別裁判部は、ガーナより主張された当事国の行動、
コートジボワールより主張された凹凸、Jomoro地方の地理、資源の分布、
が暫定等距離線を調整させる関連事情に該当するかについて、それぞれ検
討した。
（b）凹凸
　コートジボワールは、両国沿岸の凹凸によってAbidjan港へのアクセス
が妨げられることが関連事情に該当すると主張した。これに対し特別裁判
部は、凹凸があるのは認めつつも、暫定等距離線を動かすほどのものでは
ないと判断した24。
（c）Jomoro地方の地理
　コートジボワールは、ガーナ領であるJomoro地方の一部が自国の領土
23　Ibid ., paras. 408-410.
24　Ibid ., paras. 411-426.
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に蓋をする形で海に接しているため、この地理的形状が関連事情に該当す
ると主張した。これに対し特別裁判部は、ガーナ領である以上、Jomoro
も領土全体から切り離してはならないとして、コートジボワールの主張を
退けた25。
（d）資源の分布
　コートジボワールは、資源の位置は関連事情であり、暫定等距離線が境
界となった場合、炭化水素へのアクセスをガーナがほぼ独占することとな
るため、公正な配分となるような境界とすべきと主張した。これに対しガー
ナは、鉱物資源の分布状況について異論を唱え、また、本件における分布
状況では関連事情とはならないと主張した。両国の主張を受け、特別裁判
部は、正確な分布状況が明らかではないとしながらも、例外的な状況では
ないとして、資源の分布を関連事情とは認めなかった26。
（e）当事国の行動
　ガーナは、両当事国が慣習等距離線を海洋境界のようにみなしてきたこ
とが、関連事情に該当すると主張した。これに対し特別裁判部は、ガーナ
の主張は、黙示の合意や禁反言と同一の事実に基づくものであることを確
認し、それらの実行が関連事情となり得るかについて、チュニジア＝リビ
ア大陸棚事件ICJ判決を先例として引用し検討した。その結果、石油慣行
に関する事実上の境界または暫定協定（modus vivendi）は仮にあったと
しても、それ自体では関連事情には該当しないとした27。
（ 3 ）200海里以遠の管轄権
①　裁判所の管轄権
　本件において、領海や200海里までのEEZや大陸棚だけでなく、200海
里以遠の大陸棚の境界画定についても、裁判所が管轄権を有することに両
25　Ibid ., paras. 427-436.
26　Ibid ., paras. 437-455.
27　Ibid ., paras. 456-479.
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当事国間で争いはなかった。そうであるにもかかわらず、特別裁判部は職
権で自身の管轄権の有無を確認した。特別裁判部はまず、バルバドス＝ト
リニダード・トバゴ仲裁裁定、バングラデシュ＝ミャンマー海洋境界画定
事件ITLOS判決らの先例を参照し、200海里以遠の大陸棚も法的には単一
の大陸棚に含まれるとした。その上で、大陸棚限界委員会（CLCS）との
関係でも延長大陸棚の存在は確認され、特別裁判部が境界画定を行っても
CLCSの妨げとはならないとして、管轄権を有するとした28。
②　200海里を超える大陸棚の権原
　ガーナは2009年にCLCSに延長大陸棚についての申請を行い、2014年に
CLCSからの勧告を得ており29、これを受け入れていることから、自国の大
陸棚は76条 8 項に規定する最終的かつ拘束力を有するものと主張する。ガー
ナは、本件がCLCSの勧告が出された後に海洋境界の画定を行った初めて
の事案であることを強調し、CLCSにより勧告された外側の限界線に影響
は与えないと主張した。ガーナはまた、コートジボワールが2009年に行っ
た提出を、2016年になって修正し、2009年段階では自国との間に重複して
いなかったにもかかわらず、2016年修正では自国との重複が生じたことを
問題視した。これに対しコートジボワールは、CLCSによるガーナへの勧
告はコートジボワールの主張する権利に影響を与えるものではないと主張
した30。
　特別裁判部は、第一に、ガーナが問題視したコートジボワールの申請の
28　Ibid ., paras. 489-495.
29　Commission on the Limits of the Continental Shelf, Summary of 
Recommendations of the Commission on the Limits of the Continental 
Shelf in Regard to the Submission Made by Ghana on 28 April 2009, 
available at  <http://www.un.org/depts/los/clcs_new/submissions_files/
gha26_09/2014_09_05_COM_sumREC_GHA.pdf> （last visited on 31 January 31, 
2018）. 
30　Supra note 2, paras. 496-512.
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修正について、本件との関係において検討した。ITLOS規則第71条 1 項
によれば、書面手続き後に新たに証拠を提示することは原則としてできな
い。しかしながら、本件における修正は書面手続きが終了する以前に提示
されていることから、特別裁判部は、本件において同項が適用されるわけ
ではないとした。第二に、特別裁判部は、CLCSによるガーナへの勧告に
ついて検討し、側面についての境界画定と外側の限界線に関する勧告との
違いを強調し、この議論を扱う必要がないとした31。
③　境界画定方法
　200海里以遠の大陸棚の境界画定方法について、両当事国はともに、200
海里以内のEEZ・大陸棚と同様の方法で画定することに異論はなかった。
これを受け特別裁判部は、単一の大陸棚という概念に基づき、200海里以
内と以遠とで境界の画定方法を峻別するのは不適切と判断した32。
　200海里以遠の大陸棚の境界画定に関しては、バングラデシュ＝ミャン
マーITLOS判決が初めて判断を下した際、内部での反対意見や学界から
の批判を受けつつも、200海里以内と同一の方法による画定という道筋を
つけた33。その後、バングラデシュ＝インド仲裁裁定も同様のアプローチ
を採用し34、本件において特別裁判部もそれを改めて踏襲したことで、地
形が異なる場合の例外は想定されるにせよ、基本的には、200海里以内と
同一の方法というアプローチは確立しつつあるものと評することができよう。
31　Ibid ., paras. 513-519.
32　Ibid ., paras. 520-526. 
33　Delimitation of the Maritime Boundary in the Bay of Bengal （Bangladesh/
Myanmar）,  Judgment, ITLOS Reports 2012, para. 455; 加々美康彦「ベンガル湾
におけるバングラデシュとミャンマー間の海洋境界画定事件－国際海洋法裁判
所による初の海洋境界画定判決の評価－」『貿易風 ―中部大学国際関係学部論
集―』第10号（2015年）16-17頁。
34　The Bay of Bengal Maritime Boundary Arbitration between the People’s 
Republic of Bangladesh and the Republic of India,  Award, 7 July 2014, para. 
437.
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④　200海里以遠の境界を画定する線引き（527段落）
　以上の議論を踏まえ、特別裁判部は、200海里以内の境界を大陸棚の外側
の限界線まで伸ばす形で境界線を引いた35。さらに特別裁判部は、関連する
区域と関連する海岸線の比率を比較し、不均衡な結果を導かないことの確
認した上で、527段落で導いた境界線を維持することとした36。その結果、特
別裁判部は、暫定等距離線をそのまま境界として画定することとなった37。
35　Supra note 2, para. 527.
36　Ibid ., paras. 528-538.
37　Ibid ., paras. 539-540.
図① 境界線図
Delimitation of the Maritime Boundary in the Atlantic Ocean （Ghana/
Côte d’Ivoire） , Judgment, ITLOS Reports 2017, to be published, Sketch-
map No.7, p.150より。
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3.未画定水域での活動
　境界画定に付随する形で、コートジボワールはガーナの国家責任を追及
した。その判断にあたり特別裁判部は、①前提となる管轄権、そして、違
反行為として②主権的権利の侵害、③UNCLOS第83条の違反、④暫定措
置命令の違反、の四点を検討したため、本稿も同様にそれぞれ検討する。
ただし、コートジボワールの最終申立てにおいては、主権的権利の侵害及
びUNCLOS第83条違反は第二の申立てと位置付けられる一方で、暫定措
置命令の違反は第三の申立てとして区分されていたことに留意する必要が
ある38。
（ 1 ）ガーナの責任に関する特別裁判部の管轄権
 ガーナの国家責任を本件において審理することについて、ガーナも異論
は唱えず、当事者間での争いはないが、特別裁判部は職権により特別合意
を解釈して確認した。特別裁判部はまず、自らが出した暫定措置命令の
違反（第三の申立て）について判断する管轄権については、固有の権限
（inherent competence）として、その管轄権を認めた39。その上で、第二
の申立てについては特別合意における「海洋境界の画定に関する紛争」と
いう文言を解釈して検討した。この点、「特別裁判部は、『関する』という
用語は、紛争の範囲内に、境界画定の一部ではないが境界画定と緊密に関
係する他の事項を含むように理解されるかもしれないことを認める。…特
別裁判部の見解によれば、『海洋境界の画定に関する紛争』という用語の
意味を国際責任についての紛争を含むように解釈することは、拡張し過ぎ
である40。」さらに、特別裁判所は、「国際責任に関するコートジボワール
の第二の最終申立てを境界画定の元の紛争（original dispute）に含むこと
38　Ibid ., para. 63. 
39　Ibid ., paras. 545-547.
40　Ibid ., para. 548.
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は不可能という立場41」をガーナの通知などからも確認している。
　他方で特別裁判部は、先例に照らせば、国際法廷の管轄権は後に拡張す
ることが可能であるとしている。そして、本件においてガーナは自らの国
家責任について特別裁判部が管轄権を行使することを認めていると言える
ため、特別裁判所は管轄権を有するとした42。また、このような国家責任
についてはUNCLOS第293条に基づき、他の国際法規則として、ILC国家
責任条文に規定されるような、慣習国際法に基づき判断するとした43。
（ 2 ）主権的権利の侵害
　コートジボワールは次の三つの点から、同国水域内でのガーナの一方的
な活動はコートジボワールの排他的な主権的権利を侵害すると主張した。
第一に、大陸棚の主権的権利、とりわけ、大陸棚を探査・開発する権利は
排他的であるとの点である。それゆえ、探査・開発は沿岸国自らか、その
許可を受けた者によってのみ為される。第二に、それらの権利は、事実上
かつ始原的なものである点である。それ故、仮に大陸棚の境界が画定され
る前であっても、沿岸国の大陸棚に対する固有の権利は存在し、侵害され
得る。これと関連して第三に、境界画定には主権的権利を創設する効果は
なく、その範囲を明確に宣言するものに過ぎないという点である44。
　コートジボワールはまた、このような主権的権利の侵害に対する適切な
賠償として以下の二つを挙げた。第一に、コートジボワールの排他的な情
報をガーナが収集及び分析したことについて、同国は原状回復をしなけれ
ばならないとした。そして第二に、ガーナの一方的活動により生じた炭化
水素の損失や鉱床らへの損害については金銭賠償によって賠償されなけれ
41　Ibid ., para. 549.
42　Ibid ., paras. 552-554.
43　Ibid ., paras. 555-559.
44　Ibid ., paras. 561-569.
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ばならないとのことである45。
　これに対しガーナは、自国によるコートジボワールの主権的権利の侵害
はないと主張した。ガーナによれば、A国とB国の両国がA国に帰属する
と考える水域においてA国が活動を行った場合、後から当該水域がB国の
ものになったからといって、主権的権利の侵害とはならないのである。ガー
ナは、コートジボワールが主張するように、大陸棚に対する主権的権利が
排他的ということや、境界画定が宣言的ということについて異論を唱える
わけではない。しかしながら、これらの事実は、必ずしもコートジボワー
ルの主張を支持するわけではないことを指摘している。ガーナはまた、係
争海域は無主地のように扱われるべきではなく、ガーナの活動は一方的で
はなくコートジボワールの同意の下で行われていたとし、同国の立場の変
更を批判した46。
　賠償について、ガーナはまず、大陸棚に対する主権的権利の中には、情
報への権利は含まれず、特別裁判部は、コートジボワールが要求する情報
を提供するようガーナに命じる法的根拠を有さないとした。さらに、ガー
ナの探査についてはコートジボワールも把握しており、同様の方法で行お
うとしていたため、賠償する必要はないとした47。
　この点、特別裁判部は、ガーナがコートジボワールとの境界紛争を認識
し始めた時期について両国の見解は対立しているとした。そして、この点
については、コートジボワールの主張が二転三転しているというガーナの
主張を認めつつも、ガーナは、2009年 1 月からの開発がコートジボワール
によっても主張されている水域で行われていたことには気づいていたか気
づくべきであったとした。そうである場合、境界画定が為される前の係争
海域での活動が主権的権利の侵害を構成するのかを判断する必要がある。
この点について特別裁判部はまず、大陸棚に対する主権的権利が排他的で
45　Ibid ., paras. 570-572.
46　Ibid ., paras. 573-581.
47　Ibid ., paras. 582-583.
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あるという点や、大陸棚に対する権原が始原的であることは、両当事国の
主張する通りだとした。他方で特別裁判部は、境界画定の判決は宣言的と
する両当事国の見解を否定し、重複する両国の権原の優劣をつけるという
意味では創設的であるとした48。それ故、特別裁判部によれば、「国際判決
によりある国家に帰属されるとされた大陸棚において、他の国家により行
われる海洋活動は、当該活動が判決の出される以前に行われ、かつ、関係
水域が両国により信義誠実に主張されている場合、沿岸国とされた国家の
主権的権利を侵害するものとはみなされない49。」のである。
　以上より特別裁判部は、仮に本判決でコートジボワールに帰属するとさ
れる水域でガーナが活動を行っていたとしても、それがガーナの違反を構
成するわけではないとした。特別裁判所はまた、ガーナが主張する慣習等
距離線は法的に重要ではないことから、同国が主張するように活動が同線
の東側で行われていたか否かも重要ではないとした。
　
（ 3 ）UNCLOS第83条の違反
　UNCLOS第83条について、コートジボワールは 1 項及びそれと同内容
の慣習法、並びに 3 項と、大きく二点について義務違反を追及し、特別裁
判部も、それに対応する形で審理しているため、本稿も二点に分けて検討
する。
①　UNCLOS第83条 1 項及び慣習法上の信義誠実に交渉する義務違反
　コートジボワールは、ガーナは一方的に活動し、司法的な紛争解決の道
を閉ざすなどして交渉に柔軟性を欠いたため、第83条 1 項及び慣習法上の
信義誠実に交渉する義務に違反すると主張した50。これに対しガーナは、コー
トジボワールの主張は具体性を欠き、いかなる点で柔軟性を欠いたかが明
48　Ibid ., paras. 585-591.
49　Ibid ., para. 592.
50　Ibid ., paras. 598-600.
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瞭でないと指摘した51。
　これらの見解を受け、特別裁判部は、第83条 1 項の合意に達する義務に
は交渉の義務が伴うものの、そのような義務は結果の義務でなく行動の義
務であるとした。その上で、ガーナとコートジボワールの間で交渉が行わ
れ、それらの交渉が無意味であったとの証拠は示されていないとした52。
②　UNCLOS第83条 3 項の違反
　コートジボワールはまた、ガーナによる一方的な開発は第83条 3 項で規
定される自制義務に違反すると主張した。ガーナはまず、一方的な探査・
開発はその性質上、合意への到達を危うくするか妨げるものであるとした。
そのうえで、ガイアナ＝スリナム仲裁裁定を引用し、同裁定では最終的に
ガイアナに帰属するとした水域における鉱床を掘削したことだけでガイア
ナの責任が認められたことを強調した。その上で、本件では、ガーナはコー
トジボワールへ通知せず、また、コートジボワールの強い反対にもかかわ
らず中止することを拒否したことが 3 項違反を構成するとした。また、国
家実行としても、境界未画定水域においては、相手方の合意がない場合に
は、一般的に探査・開発が慎しまれているとした。賠償については、満足
が適切な形であると主張した53。
　このような主張に対しガーナは、何年も行われてき現状における平和的
な経済活動を続けることは、合意の到達を危うくし妨げるものではないと
主張した。ガーナによれば、UNCLOSの起草者らは、 3 項によって係争
海域におけるあらゆる経済活動の停止を課したわけではない。また、自制
義務違反の判断においては、物理的な影響ではなく、合意到達手続きへの
影響が重要であり、現状を乱しているか否かが肝要であるとした。コート
ジボワールが援用したガイアナ＝スリナム仲裁裁定では、紛争の発生後に、
51　Ibid ., paras. 601-603.
52　Ibid ., paras. 604-605.
53　Ibid ., paras. 606-615.
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完全に新しい一方的な活動が行われたが、本件ではコートジボワールによっ
ても行うことが可能であった数十年に及ぶ活動の継続に過ぎないとした。
コートジボワールが援用した国家実行についても、数十年にわたって反対
されずにきた活動を停止させたものは存在しないため、コートジボワール
の主張を基礎づけるわけではないとした54。
　特別裁判部はまず、第83条 3 項は「理解及び協力の精神により、実際的
な性質を有する暫定的な取極を締結するため」に努力を払う義務と自制義
務とに二分されるが、前者は行動の義務であり、そして信義誠実に行動す
ることを求めるものであるとした。その上で、前者の義務については、コー
トジボワールはガーナに対して暫定的な取極の要求はしておらず、同国が
信義誠実でないことを実質化できていないため、義務違反は確認出来ない
とした。
　また、後者のいわゆる自制義務は前者の義務と連関しており、理解と協
力の精神が重要であるとした。その上で特別裁判部は、水域がコートジボ
ワールにも主張されているとガーナが認識した後であるにもかかわらず同
国が炭化水素活動を行ったことは、次の二つの理由より、最終合意到達を
危うくし又は妨げたとはいえないとした。第一に、ガーナが暫定措置命令
に従って新たな掘削をやめたこと、そして第二に、ガーナは炭化水素活動
を自国に帰属する水域のみで行ったことである。第二の理由については、
コートジボワールの請求が、自国水域での活動について問題としているこ
とから、このような理由付けが為されたと言える55。
（ 4 ）暫定措置命令の違反
　コートジボワールはまた、以下の二点からガーナが暫定措置命令に違反
したと主張した。第一に、暫定措置命令における「新たな掘削作業」とは、
54　Ibid ., paras. 616-623.
55　Ibid ., paras. 624-634.
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新たに岩を砕いたりする作業を含むが、ガーナはこれを新しい鉱床での作
業を意味すると制限的に解釈して掘削作業を継続している点である。そし
て第二に、コートジボワールは情報提供を 3 回依頼したものの、ガーナか
らは提供されなかった点である。ガーナは、コートジボワールより特別裁
判部の裁判長に問題が提起された後になって初めて情報を提供したが、そ
の前段階における非協力は暫定措置命令の違反を構成するとした56。
　これに対しガーナは、自国が暫定措置命令上の義務を遵守したと主張し
た。まず、コートジボワールが主張する第一の点について、ガーナは基本
的には暫定措置命令が出される以前に掘削した場所を継続して掘削したか、
あるいは、油の生産をするために必要な掘削を行ったにすぎず、「新たな
掘削作業」には該当しないとした。また、コートジボワールは、日報を含
む、係争海域での活動の性質を理解するために合理的に必要とされる情報
よりはるかに多くの要求をしたため、それらの対応はできないとした57。
　両国の主張を受け特別裁判部は、コートジボワールの主張を全面的に否
定した。第一の点については、ガーナの活動は既に行った掘削作業を継続
するものであり、生産性を維持するためだけではなく、他の海洋利用者の
安全性や海洋環境を保護するためにも必要と、ガーナの活動に肯定的な判
断を下した。また、第二の点について特別裁判部は、情報の提供は特別裁
判部の裁判長が要求した後と迅速ではなかったことを認めつつも、一定程
度の情報提供は行っているため、暫定措置命令の違反を構成するものでは
ないとした58。
IV　若干の検討
　これまで見てきた通り、本判決は、境界画定に関する紛争ではあるもの
の、境界画定そのものだけでなく、それに関連する国際法上の問題につい
56　Ibid ., paras. 635-639.
57　Ibid ., paras. 647-658.
58　Ibid ., paras. 647-658.
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て幅広く判断されたものである。そこでここでは、基本的には先例の踏襲
と評価できる境界画定そのものではなく、本判決において新規性を有する
と考えられる、①禁反言と境界画定の関係、②「境界画定に関する紛争」
の概念、③主権的権利の侵害、④自制義務、の 4 点についてそれぞれ検討
を加える。
1.禁反言と境界画定
　本判決では、近年、その援用がより頻繫に行われるようになった禁反言
についての判断が下された。本件においても裁判官を務めるヴォルフルム
判事が同様に裁判官を務めたチャゴス諸島事件仲裁裁定において、従来の
三要件から59、「帰属要件」という要件を加え四要件としたが60、本判決では、
三要件と、要件数では従来の立場を踏襲している。他方で、第二要件にお
いて、信義誠実という要素が信頼に加わっており、このことが従来の三要
件においては強調されていなかったことに鑑みれば、近年の傾向として、
禁友言の判断において、信頼自体の質が問われていると評することは可能
かもしれない。
　また、コートジボワールの第一の主張、すなわち、禁反言による境界画
定が可能か否かについて、特別裁判部は留意（notes）するのみで判断を
下さずに、第二の主張の第一要件について検討している。理論的に言えば、
コートジボワールの第一の主張が認められた場合、第二の主張について検
討する必要はない。そのため、特別裁判部が第二の主張について判断して
いることは、コートジボワールの第一の主張を否定したものとみなすこと
も不可能ではない。しかしながら、逮捕状事件においてICJがまさにそう
59　 従 来 の 三 要 件 に つ い て は，Dissenting Opinion of Sir Percy Spender in 
Temple of Preah Vihear Case, I.C.J. Repots 1962, pp. 143-144参照。
60　Chagos Marine Protected Area Arbitration （Mauritius v. United Kingdom） , 
Award, （18 March 2015）, para. 438; 櫻井大三「国際法における禁反言の概念」『国
際法外交雑誌』第116巻3号（2017年）19頁脚注89。
300
横浜市立大学論叢社会科学系列　2018年度：Vol.70 No.2
したように、曖昧で困難な問題ではなく容易な問題についての判断により
結論を導くことが可能な場合、裁判所は容易な問題を判断すれば足りる。
本件において、特別裁判部もそのような判断をしたものと言えよう。
　この禁反言と黙示の合意に関するガーナの主張については、ガーナの国
籍裁判官であるメンサ判事さえ、その個別意見において、同国の主張が受
け入れ難いことを指摘している。国籍裁判官であるメンサ判事がこのよう
な意見を付した背景には、個別意見で述べているように、境界画定の合意
というものの重要性に鑑み、合意は軽々に認められるべきではない、との
認識があろう61。
2.「境界画定に関する紛争」
　本判決で下された、「『海洋境界の画定に関する紛争』という用語の意味
を国際責任についての紛争を含むように解釈することは、拡張し過ぎであ
る62。」という判断は、UNCLOS第298条 1 項（i）を解釈する際に参考とな
るかもしれない。同項は、UNCLOS第15部が規定する紛争解決のための
強制手続の例外として63、「海洋境界の画定に関する
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
第十五条、第七十四条
及び第八十三条の規定の解釈若しくは適用に関する紛争
4 4
又は歴史的湾若し
くは歴史的権原に関する紛争（傍点筆者）。」を規定している。この例外規
定は選択的なものであり、あくまでも同項が適用されるのは、UNCLOS
の締約国が、紛争を除外する旨宣言している場合に限られる。つまり、紛
争が「海洋境界の画定に関する」場合、でありかつ、UNCLOSの締約国
が紛争を除外する旨宣言している場合、同項により、UNCLOS第287条に
規定される裁判所に一方的に付託することができないこととなる。
61　Separate Opinion of Judge ad hoc Mensah in Delimitation of the Maritime 
Boundary in the Atlantic Ocean （Ghana/Côte d’Ivoire） , Judgment, ITLOS 
Reports 2017, to be published, paras 1-6.
62　Supra note 2, para. 548.
63　制度の詳細については、奥脇直也「海洋紛争の解決と国連海洋法条約：東ア
ジアの海の課題」『国際問題』617号（2012年）17-19頁参照。
301
瀬田　ガーナ・コートジボワールITLOS特別裁判部判決（本案）
　この「境界画定に関する紛争」について、後述する第74条及び第83条 3
項違反が含まれるか否かは、議論のあるところである64。この点、本件に
おいては、「海洋境界の画定に関する紛争」に、第74条及び第83条 3 項違
反を含む、コートジボワールの第二の最終申立てについての紛争が含まれ
ないとした特別裁判部の判断は、UNCLOS第298条 1 項も同様に解釈され
ることの根拠となり得る。
　他方で、本件での判断は以下の二点について注意する必要がある。第一
に、本件は、あくまでもガーナとコートジボワールの特別協定における類
似の表現を解釈したに過ぎず、第298条 1 項そのものの解釈ではないとい
う点である。また第二に、特別裁判部が「紛争の範囲内に、境界画定の一
部ではないが境界画定と緊密に関係する他の事項を含むように理解される
かもしれないことを認め」ているため、コートジボワールの第二の最終申
立ての一部、すなわち、第74条及び第83条 3 項違反についても、「海洋境
界の画定に関する紛争」には含まれないとは言いきれない点である。この
ように留意は要するものの、「海洋境界の画定に関する紛争」には第74条
及び第83条 3 項違反は含まれないと解釈することが可能な判断が下された
ことは、UNCLOS第15部に基づく司法機関の管轄権の範囲を考察する上
では重要である。
3.主権的権利の侵害
　この部分でまず注目すべきは、特別裁判部が国際裁判所による境界画定
を創設的と評価したことにあろう。境界画定の司法判断においては、法的
に不透明性がある場合などにおいても紛争当事国の合意があれば、一般的
64　第74条及び第83条3項も「境界画定に関する紛争」に含まれると指摘するも
のとして、Ranier Lagoni, “Interim Measures Pending Maritime Delimitation 
Agreements”, American Journal of International Law, Vol. 78 （1984）, p. 368; 
Vasco Becker-Weinberg, Joint Development of Hydrocarbon Deposits in the 
Law of the Sea, （2014）, p. 103; 逆の含まれない可能性を指摘するものとして、西
村弓「海洋紛争の解決手続と法の支配」『国際問題』666号（2017年）41-43頁。
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にそのような合意を尊重する傾向にある65。しかしながらこの文脈では、
境界画定は宣言的なものに過ぎないという点で、両当事国の主張は一致し
ていたにもかかわらず、特別裁判部は創設的であるとした。これは、画定
方法のように当事者の意向が重要なものではなく、判決の性質というよ
り客観性・一般性が重要な問題への判断であったからと思われる。また、
1985年にリビア＝マルタ大陸棚境界画定判決が下されて以降、学説では、
境界画定判決は創設的なものと評する見解が多数を占めている66。このよ
うな学説状況や、本件においてまさに問題となったように、画定以前の国
家の海域への信義誠実な主張やそれに基づく活動を保障する観点からすれ
ば、特別裁判部の結論は妥当であったと言えよう。
　また、この信義誠実な主張という点について、特別裁判部はガーナの主
張がそのようなものであると示唆する一方で、その詳細については明らか
にしていない。この点、国際法における信義誠実という用語は多義的であ
るが、コルブは、他の国家の正統な期待を尊重しなかった場合に、信義誠
実違反が問われ得ることを指摘している67。また、UNCLOSには、第300条
において信義誠実の原則が規定されているところ、同条のコメンタリーに
おいても、他の国家の正統な期待の保護の重要性が指摘されている68。
　国際法上、国家は原則として条約を信義誠実に遵守すると推定されるこ
65　例えば本件においては、境界画定方法などは、当事国間で争いがないことを
裁判所が確認して判断していることは、上述した通りである。
66　P. Weil, Perspectives du Droit de la Delimitation Maritime, （1988）, pp. 51-
52; N. M. Antunes, Towards the Conceptualisation of Maritime Delimitation, 
（2003）, p. 17; Y. Tanaka, Predictability and Flexibility in the Law of Maritime 
Delimitation, （2006） , pp. 12-14.
67　R. Kolb, Good Faith in International Law, （2017）, p. 255.
68　K. O’Brien, “Article 300”, in Alexander Proelss （ed.）, United Nations 
Convention on the Law of the Sea: A Commentary, （2017）, p. 1940;
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とから69、ある国家が信義誠実でなく特定の海域を主張していると認めら
れることは難しい。例えば、比中仲裁において仲裁裁判所は、「裁判所は、
中国がフィリピンの基線からの200海里までの水域における自身の権利へ
の主張を信義誠実に行っていたことを認める。中国の自らの権利について
の理解に同意せず、中国の主張する権利を支えうる法的基礎を存在しない
と裁判所が考えることは、中国の理解が信義誠実に行われてこなかったと
いうことを意味するわけではない70。」としている。本件における特別裁
判部の判断は、このように信義誠実を推定する立場と親和的であると評す
ることができよう。
4.自制義務
　この自制義務については、2009年以降もガーナが未画定水域において恒
久的かつ物理的な変更を伴う形での開発を行っていたにもかかわらず、特
別裁判部はガーナの違反を認めなかった。このことから、本判決は、恒久
的な物理的変更を伴う活動を違反としたガイアナ＝スリナム仲裁裁定らの
解釈変更と見ることも不可能ではない。しかしながら、本件において、コー
トジボワールは恒久的な物理変更が問題の主張は行っていない点に留意す
る必要がある。
　特別裁判部がガーナの違反を認定しなかった第一の理由、すなわち、ガー
ナが暫定措置命令に従って新たな掘削をやめたことについて、確かにガー
ナは、暫定措置命令が為されるまでは一方的に開発を行っていたが、命令
後は行っていない。自制義務はあくまでも合意への到達を危うくしたり妨
げたりすることを禁止しているに過ぎないため、暫定措置命令に従うことを、
69　例えば、Dissenting Opinion of Judge Owada in Whaling in the Antarctic 
（Australia v. Japan: New Zealand intervening） , Judgment, I.C.J. Reports 2014, 
para. 21.
70　The South China Sea Arbitration between the Republic of the Philippines 
and the People’s Republic of China, Award, July 12, 2016, para. 704. 
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合意への到達への積極的な貢献と評価することは妥当であろう。さらに第
二の理由、コートジボワールの請求が自国水域での活動についてのみ問題
としている点について、このような請求の定式化により、特別裁判部とし
ては、ガーナのあらゆる活動を評価する必要はなくなったと言える。それ
故、特別裁判部としては関連する水域における行動のみを抽出して評価す
ればよく、そのようなアプローチを取れば、未画定水域全域において恒久
的な物理的変更があったか否かについて判断する必要はなくなるのである。
　このように、あくまでも紛争の一部のみについて判断を下しているにす
ぎないため、自制義務の先例として、本判決が持つ意義は限定的なものに
なると考えられるが、その中からでも、以下の二点は重要と言えよう。第
一に、自制義務については、活動そのものだけでなく、相手国や第三者機
関の意見をどのように扱っているかも重要となるということである。そし
て第二に、自制義務の違反を追及する場合には、水域の限定をかけるべき
ではないということである。
　本件において、自制義務の文脈で本件においてより重要なのは、ペク判
事の個別意見であろう。同判事は、ガイアナ＝スリナム仲裁裁定を踏まえ
た上で、活動の影響が恒久的か否かは自制義務の違反を判断する際の一つ
の重要な要素に過ぎないとした。そして、自制義務違反の判断を行う上で、
ガイアナ＝スリナム仲裁裁定が大きく依拠した暫定措置命令と自制義務の
類似性を否定し、自制義務には自制義務の考慮すべき点が多々あることを
強調した。また、自制義務には唯一の基準は存在せず、活動の種類、性質、
場所、時間、方法が考慮されうるとした71。
　このペク判事の個別意見は、抽象的ではあるが、第74条及び第83条 3 項
の規範内容について一定程度の指針を示すものであることから、今後の自
制義務を検討する上で、一つのメルクマールになると思われる。その一方
71　Separate Opinion of Judge Paik in Delimitation of the Maritime Boundary 
in the Atlantic Ocean （Ghana/Côte d’Ivoire） , Judgment, ITLOS Reports 2017, 
to be published, para. 10.
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で同判事は、暫定措置命令と自制義務との相違を強調しすぎているように
も思われる。確かに、ペク判事が指摘するように、暫定措置命令と自制義
務とでは、そもそもの制度趣旨が異なり、両者を同一視することは妥当で
はない。他方で、ガイアナ＝スリナム仲裁裁定において自制義務の判断を
する際に、暫定措置命令の先例が依拠されたのは、自制義務の先例がない
中で、両者が「権利保全」や「紛争の悪化拡大防止」といった共通の目的
を有すると解されたからである。したがって、ガイアナ＝スリナム仲裁裁
定も指摘するように、両者には違いもあるが72、その類似性から、自制義
務の義務内容を検討する際に暫定措置命令の要件は参照に値するものと思
われる。
　
V　おわりに
　これまで見てきたように、本判決は、近隣諸国との境界が未だに画定さ
れていない日本にとっては非常に意義深い判決である。UNCLOSの発効
以降、比中仲裁のように、同条約に基づく裁判例が増加しているが、その
ような裁判例を参照しつつ、海洋法に基づき自国の利益を主張していくこ
とが、海洋における法の支配を強調する日本にとって、ますます求められ
ていると言える。
　本研究（の一部）は、総合科学技術・イノベーション会議のSIP（戦略
的イノベーション創造プログラム）「次世代海洋資源調査技術」（管理法人：
JAMSTEC）及びJSPS科研費17K13619によって実施された。
 ［2018年 7 月26日提出］
72　Guyana/Suriname, Award of the Arbitral Tribunal,  17 September 2007, 
para. 469.

